
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

人 千円 千円 千円 ％ ％

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　ＡＡ Ｂ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は令和６年４月１日現在の人数です。また、再任用職員（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含みません。

　　　３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。

　また、会計年度任用職員の給与費は含みません。

（３） ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

　　　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月

　　　　額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　※　令和７年４月１日のラスパイレス指数が、①３年連続で上昇している場合、②100を超えている場合について、

　　　その理由
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（4）社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）の実施状況について

【概要】国家公務員給与においては、行政職俸給表(一)において３級から７級までの初号近辺の号俸をカットし、こ

れらの級の初号の俸給月額の引上げを行うとともに、８級から10級の隣接する級間での俸給月額の重なりの解消等を

行っている。その他、各種手当について見直しを行っている。

①給料表の見直し

［ 実施 未実施］

　実施内容（実施（実施予定）時期、具体的な実施内容（未実施の場合には、その理由））

（給料表の改定実施時期）令和７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、３級から７級までの初号近辺の号給をカットし、

これらの級の初号の給料月額の引き上げを行うとともに、８級に隣接する級間での給料月額の重なりの解消等を実

施。

②地域手当の見直し
実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）


（支給割合）国基準１０％に対し、河内長野市においても１０％を支給。

（実施時期）令和７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、令和７年４月１日時点は１０

％、令和８年４月１日からは１１％を支給。

　（参考）

③その他の見直し内容

扶養手当、通勤手当、管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（令和７年４月１日実施）

（５）特記事項

特記事項なし

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円373,596

平均給与月額

414,480

397,572

372,087

平均給与月額

428,203

420,139

410,439

－

330,292

329,304

41.7

41.9

平均給料月額

大　阪　府

（国比較ベース）

332,237

42.3

43.7

国

区　　分 平均年齢

河内長野市

類似団体 323,640

11%国基準による支給割合

河内長野市の支給割合

令和７年度 令和８年度

6%

6%

10%

10% 11%

各年度の支給割合

令和６年度
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　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

うち清掃作業員 歳 人 円 円 円

うち道路整備作業員 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

うち清掃作業員 廃棄物処理業従業員 歳 円

うち道路整備作業員 歳 円

うち清掃作業員 円 円

うち道路整備作業員 円 円

※適当なデータのないものについては、記載していません。また、個人情報保護の観点から対象職員数が1人又は2人の場合は、

　「*」で表示しています。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（令和５年～令和７年の３ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、勤続期間、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

　ものではありません。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

＜技能労務職員の給与等の見直しに向けた取り組み方針について＞

　地方公共団体の技能労務職員の給与については、同種の民間事業の従業者に比べて高額になっているのではない

かとの批判があるところであり、総合的な点検を実施するとともに、民間事業者との均衡にも十分留意しながら、

給与の適正化を図っていくことが課題となっています。

　１．現状

　本市の技能労務職員の給与等の状況については、上記の２（１）②のとおりとなっています。

　２．これまでの取り組み

　これまで、技能労務職員の業務のうち可能なものについては民間へ委託し、あるいは業務内容を整理のうえ非常

勤職員の活用を図るなどの方法により、平成８年度以降は技能労務職員の新規採用を行わずに職員数の削減に努め

てきたところ、令和７年４月１日現在で３人となっています。

　また、給与についても、平成１２年度、１７年度、２９年度にわたり、特殊勤務手当の見直しに取り組み、１１

種を４種に整理し、適正化に努めてきたところです。

　３．今後の取り組み

　今後についても、技能労務職員の新規の採用を抑制し、業務の民間への委託や指定管理者制度の活用などをより

一層推進し業務の整理・効率化を図るとともに、給与の適正化を図っていきます。

③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

52.8

*

平均給与月額

*

*

309,925

294,567

324,186 382,285

民間

平均給料月額

－

（Ｂ）

2*

46.2

国

類似団体

320,286

区　　分

*

（国比較ベース）

414,292

*

366,087

358,506

341,488

337,907

380,467

－

42.8

42.9

339,439

大阪府

37.6類似団体

河内長野市

平均年齢

1,703 －51.3

参考

15

*

の類似職種
平均年齢

土工

363,282

Ａ／Ｂ

平均給与月額

*

－

*

4,980,718

*

平均給与月額

325,928

299,039 401,052

（国比較ベース）

382,188425,764

公務員

平均給与月額
平均給料月額

*

平均給与月額

*

（Ａ）

*

平均年齢 職員数

339,233

区　　分

河内長野市 59.6

区　　分

53.7

－

1

3

公務員（Ｃ）

140

河内長野市

4,457,900

区　　分 年収ベース（試算値）の比較

河内長野市

48.0

民間（Ｄ）

－ －

－

320,600

*

参考

Ｃ／Ｄ

363,950

対応する民間

大阪府 397,080

国 41.3 364,188 － 442,129
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④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　　 

　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも

　　　　の）で算出しています。

（２）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

※個人情報保護の観点から対象職員数が1人又は2人の場合は、「*」で表示しています。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（令和７年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　一般職の職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

71

２級

一般職員

220,000

188,000

72

0.5

354,258

４級

303,242

379,895

337,862

－

国

268,300

平均年齢

46

区　　　　　分

18.4

406,842

３級

区　　　　分

標準的な職務内容

８級

課長補佐級

室 長 級

大　学　卒

高　校　卒

5.4

201,467

副主査級

－

237,600

289,314

*

技能労務職

６級

５級

課 長 級

11

2

11.8

経験年数１０年

322,800

346,980

区分

１級

一般行政職

213,100

大　学　卒一般行政職

係 長 級

213,100

部 長 級

一般職員

類似団体

44.2国 －

区　　分

河内長野市 43.3

大阪府 324,581

平均給与月額

（国比較ベース）
平均給与月額平均給料月額

大阪府

192,900

395,165

9.7

242,000

227,100

河内長野市

348,480

高　校　卒

高　校　卒

130

職員数（人）

38

471,900

420,700

構成比（％）

経験年数２０年

39.6

276,300

39.4

７級

21

経験年数３０年

402,533

－

１号給の給料月額 最高号給の給料月額

経験年数２５年

195,800

33.2

2.8

332,600

366,800

501,500

463,000

309,800

18.2

396,500

364,200

316,800

314,043

－

409,000

局 長 級 4 1.0

427,000

363,474430,599

９級 525,300 555,300
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（注）令和７年に９級を新設している。

（２）国との給料表カーブ比較表（一般行政職）（令和７年４月１日現在）

１級 

２級 

３級 

４級 
５級 

６級 

７級 

８級 

９級 

１０級 

１級 

9.6% 

１級 

9.7% 
１級 

2.9% 

２級 

5.3% 

２級 

3.9% ２級 

7.8% 

３級 

18.2% 

３級 

19.8% ３級 

18.5% 

４級 

32.9% 

４級 

32.1% 
４級 

35.0% 

５級 

18.0% 
５級 

18.3% 
５級 

19.7% 

６級 

11.7% 

６級 

12.5% 
６級 

12.7% 

７級 

0.5% 

７級 

0.0% 

７級 

0.0% 
８級 

2.8% 

８級 

3.7% 

８級 

3.4% 

９級 

1.0% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和７年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比 

９級 
８級 
７級 
６級 
５級 
４級 
３級 
２級 
１級 
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（３）昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（河内長野市）

ロ 人事評価を活用していない

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～20％ ・役職加算　　５％～20％ ・役職加算　　５％～20％

・管理職加算　無し ・管理職加算　10％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（河内長野市）

（２）退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率） 　自己都合  応募認定・定年 （支給率） 　自己都合  応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

調整率 調整率

　自己都合  応募認定・定年

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

47.709

47.709

47.709

19.669519.6695

28.0395

39.7575

47.709 47.709

24.586875

定年前早期退職特例措置（2％～45％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

1.40

管理職員

国

　活用予定時期

○

1.40 1.00 1.00

標準、下位の成績率

昇給可能
な成績率

上位、標準、下位の成績率

24.586875

○

昇給実績が
ある成績率

2,379

○

28.0395

39.7575

河　内　長　野　市

○ ○

―

2.10

昇給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

○

一般職員

1.40

ロ 人事評価を活用していない

2.10

1,875

昇給可能
な区分

○上位、標準、下位の区分

標準、下位の区分

管理職員

大　　阪　　府

上位、標準の区分

○

国

活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

○

河内長野市

一般職員

イ 人事評価を活用している

昇給実績が
ある区分

2.50

標準の区分のみ（一律）

○

１人当たり平均支給額（令和６年度）

令和７年度中における運用

1,690

2.10

　活用予定時期

2.50

○

2.50

○

33.27075 33.27075

１人当たり平均支給額（令和６年度）

1.00

イ 人事評価を実施した

活用している成績率

上位、標準の成績率 〇

47.709

標準の成績率のみ（一律）

○

令和６年度中における運用

１人当たり平均支給額

その他の加算措置 その他の加算措置

21,551
―

83.7/100 83.7/100

退職時特別昇給（なし）
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（３）地域手当（令和７年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数） （ ）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準
　　　を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給
　　　率）により算出。）

（４）特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） ％

手当の種類（手当数）

防疫作業手当 事務職員、技能労務職員、 防疫作業 千円 1日　300円

消防職員

行旅死病人収容 事務職員 病人1件 1,000円

取扱手当 死亡人1件　2,000円

死獣処理手当 事務職員、技能労務職員 死獣処理業務 千円 1件　300円

清掃作業手当 技能労務職員 清掃作業 千円 1日　500円

道路整備作業手当 技能労務職員 道路整備作業 千円 1日　200円

消防業務従事手当 消防職員 救急出場業務 千円 1回　150円

救急救命措置業務 千円 1回　800円

消火・救助・救護出場業務 千円 1回　300円

深夜の指令通信業務 千円 1当務　400円

特殊消防車両機関員業務 千円 1当務　200円

災害応急作業等 千円 1当務　200円

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の
総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間
勤務職員を含む。

（６）その他の手当（令和７年４月１日現在）

円

円

円

円

新型コロナウイルス感染症
に対処する防疫作業は1日
3,000円又は4,000円

支給対象職員数

（令和６年度決算）

支給職員1人当たり

平均支給年額

同

10

支給実績（令和６年度決算）

258,734

支給率 国の制度（支給率）

117,724

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

26,781

支給実績
(令和６年度決算)

千円

同 228,768

国の制
度との
異　同

国の制度
と異なる
内　　容

94,660

89

手当の名称

全域

48,956

支給額

内容及び支給単価

管理職手当

105,689

101,827支給実績（令和６年度決算）

0

0

0

0

0

・局　長…110,000円　 ・部　長…90,000円
・理　事…80,000円　　・室　長…65,000円
・課　長…60,000円　　・参　事…55,000円
・課長補佐…45,000円　・主　幹…40,000円

通勤距離2km以上の職員に支給
・交通機関利用者…6箇月定期券相当額
・交通用具（自動車・ﾊﾞｲｸ等）利用者
　…距離・用具に応じて2,000円～38,700円

千円

異

同通勤手当

334

住居手当

支給実績（令和５年度決算）

・借家…家賃に応じて0円～28,000円

270

96.8

96.8

・配偶者…3,000円（8級以上の職員は対象外）
・扶養親族…子11,500、子以外6,500円
※満16歳～22歳の子への加算…5,000円

千円

主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

扶養手当

支給対象地域

千円

手当名

468

111

40,732

204

1.10

111,762千円

10

左記職員に対する
支給単価

0

支給実績
(令和６年度決算)

0

43,811

0

262,556

4

618,693

6

行旅死病人の収容取扱作業
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５　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

（令和6年度支給割合）

月分

（令和6年度支給割合）

月分

給料月額×50/100 円

給料月額×28/100 円

（注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に             
　   　　おける退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

人口１万当たり職員数 人

（類似団体の人口１万当たり職員数 人）

人口１万当たり職員数 人

（類似団体の人口１万当たり職員数 人）

[ ] [ ] [ ] 人口１万当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（算定方式）

2

0

17

127

34

＜参考＞

事務移管、体制強化による増

17

11 事務移管による減

15

副 議 長 326,000

510,000

対前年
増減数

1

606,000

670,000

任期毎

体制強化による増

303,000

610,000

1,120,000

934,000 614,600

660,000報

酬

市 長

757,000議 長

その他

一
般
行
政
部
門

14
普
通
会
計
部
門

土木

労働 2

42

5

15

税務

衛生

101

43

387

103

0

71 2

538 14

-3

666

24

63

467

30

47.7

65.90

下水道

0

54.95

小　計

計

民生

4847

68教育部門

市 長

副 市 長

職員数

（１期の手当額）

副 議 長

市 長

4.60

議 員

副 市 長

24,000,000

1,000,000

830,000

400,000

給　料　月　額　等

6

0

機構改革による増

41.26

機構改革、事務移管による減

52.48

1

2

-5

機構改革、事務移管、体制強化による増

11,155,200

69

30

1

1

12

23

1

公
営
企
業
等

524

16

666

404

455

水道

農林水産

合　　計

期
末
手
当

商工

給

料

区　　分

小　計

総務

副 市 長

退
職
手
当

備　考

議 長

570,000

15

令和7年

議 員

会
計
部
門

34

令和6年

議会

　　　　　区分

部門

（支給時期）

任期毎

0

主な増減理由

＜参考＞

142

＜参考＞

4.60

体制強化による増
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（２）年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

　

（３）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数です。

40歳

～～

48歳

～

32歳

43歳

人

36歳

47歳

52歳

人

59歳

人人人

～

人

44歳

～

計

51歳 以上55歳

60歳56歳

～

35歳 39歳

24歳20歳

27歳

～

28歳

～

　　　　　年度
 部門別

未満

20歳

職員数
人

～

31歳

34

教　　育

人

78

349

令和2年

349

330

人 人

区　分

23歳

0

13

0

-63

-115

一般行政

53932

過去５年間
の増減数(率)

令和5年

65

374 387

公営企業等会計計

普通会計計 467

消　　防 117

人

55

人

7858

404

70

令和7年令和6年

人

(13.6%)

3369

(-8.5%)

63

(-12.8%)

-6

524

71

-3

455

69

538

(-4.8%)68

(-13.5%)

358

77 72

603

41

530

607

70

0

69

545 566

118

-69

531

総合計

令和4年

66 69

令和3年

614

74

115

～

636

118

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比 

５年前の構成比 

％ 
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７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

  　①職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 令和５年度の職員給与費率

千円 千円 千円 ％ 　 ％

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費60,364千円を含みません。

　　　　　　ＡＡ Ｂ

 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和７年３月３１日現在の人数です。また、会計年度任用職員を含みません。

　　　３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。

　また、会計年度任用職員の給与費は含みません。

イ　特記事項

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和６年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ )月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～20％

・管理職加算　無し

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　地域手当

（令和７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％全域 6 25 6

－

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 234

2.50 2.10

全国市町村平均

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

河内長野市水道事業 全国市町村平均

区　分

－

1.40 1.00

145,963 5,839

令和６
年度 25 90,983 16,776 6,316

区分

45.8 345,838 524,813

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 一人当たり給与費

38,204

(参考)全国市町村平均

区分
総費用 純損益又は実質収支

2,133,459

職員給与費 職員給与費率

令和６
年度 43,739

河内長野市水道事業

129,453 6.1 5.9

給与費 B/A

支給対象地域

支給実績（令和６年度決算） 5,851

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

一人当たり

平均月収額

1,528 1,593

42.8 371,722 529,326

平均年齢 基本給

職員数 給　　　与　　　費
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ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月

　　　　１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

　　　　く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

エ　その他の手当（令和７年４月１日現在）  

円

円

円

円

（２）下水道事業

  　①職員給与費の状況（決算）

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 令和４年度の職員給与費率

千円 千円 千円 ％ 　 ％

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費36,751千円を含みません。

　　　　　　ＡＡ Ｂ

 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和７年３月３１日現在の人数です。また、会計年度任用職員を含みません。

　　　３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。

　また、会計年度任用職員の給与費は含みません。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。

平均年齢 基本給 平均月収額

全国市町村平均 44.6 342,377 516,175

給与費 B/A 一人当たり給与費

令和６
年度 18 65,099 13,056 27,598 105,753 5,875 6,187

区分
職員数 給　　　与　　　費

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計

令和６
年度 2,883,723 61,664 102,336 3.5 3.2

千円 547,500

区分
総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 職員給与費率

管理職手当

・局　長…110,000円　 ・部　長…90,000円
・理　事…80,000円　　・室　長…65,000円
・課　長…60,000円　　・参　事…55,000円
・課長補佐…45,000円　・主　幹…40,000円

異

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異　同

国の制度
と異なる
内　　容

支給額 4,380

通勤距離2km以上の職員に支給
・交通機関利用者…6箇月定期券相当額
・交通用具（自動車・ﾊﾞｲｸ等）利用者
　…距離・用具に応じて2,000円～38,700円

通勤手当

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 115

2,403

同住居手当

・配偶者…3,000円（8級以上の職員は対象外）
・扶養親族…子11,500、子以外6,500円
※満16歳～22歳の子への加算…5,000円

同

一人当たり

・借家…家賃に応じて0円～28,000円

同

(参考)全国市町村平均

河内長野市下水道事業

区　分

扶養手当 2,153

42.9 351,130 499,050

239,222

支給職員1人当たり

平均支給年額
支給実績

(令和６年度決算)
（令和６年度決算）

238,300

1,897 千円 82,489

1,192 千円

千円

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 69

支給実績（令和６年度決算） 1,303

支給実績（令和５年度決算）
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和６年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ )月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～20％

・管理職加算　無し

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　地域手当

（令和７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月

　　　　１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

　　　　く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

エ　その他の手当（令和７年４月１日現在）  

円

円

円

円562,500管理職手当

・局　長…110,000円　 ・部　長…90,000円
・理　事…80,000円　　・室　長…65,000円
・課　長…60,000円　　・参　事…55,000円
・課長補佐…45,000円　・主　幹…40,000円

異 支給額 2,250 千円

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異　同

国の制度
と異なる
内　　容

支給実績
(令和６年度決算)

（令和６年度決算）

全域 6 18 6

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 79

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 96

支給実績（令和５年度決算）

支給実績（令和６年度決算）

－

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 235

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

１人当たり平均支給額（令和６年度）

1,533 1,562

－

1.40 1.00

１人当たり平均支給額（令和６年度）

同

同

住居手当 ・借家…家賃に応じて0円～28,000円

扶養手当
・配偶者…3,000円（8級以上の職員は対象外）
・扶養親族…子11,500、子以外6,500円
※満16歳～22歳の子への加算…5,000円

同

支給職員1人当たり

平均支給年額

河内長野市下水道事業

289,333

1,445 千円 103,214

868 千円

通勤手当

通勤距離2km以上の職員に支給
・交通機関利用者…6箇月定期券相当額
・交通用具（自動車・ﾊﾞｲｸ等）利用者
　…距離・用具に応じて2,000円～38,700円

3,110 千円 282,727

1,156

1,095

支給対象地域

支給実績（令和６年度決算） 4,228

全国市町村平均

2.50 2.10
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